
これからの
建設生産管理システムのあり方
～魅力ある建設産業を目指して～

2025年11月17日（月）15時10分～15時40分

政策研究大学院大学 小澤一雅
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インフラ整備を支える

建設業の課題と対応

(1)地域の建設業：

跡継ぎ問題・技能者（職人）の採用・技能者の学ぶ場（外国人含）

(2)専門工事業：

技能者不足・外国人のキャリア形成を含めた教育

(3)全国総合建設業：

協力会社の担い手確保・繁閑差への対応・重層下請構造

(4)技能労働者：世代間ギャップ（価値観・コミュニケーション）

⇒処遇改善（標準労務費の制度化）・計画的な予算執行

 技能者の裁量・多能工（人材戦略）

 建設DXの推進（生産性向上）・・・・
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人口動態・激甚化する自然災害を見据えると

広域的・戦略的なインフラ整備が必要

まちづくりとインフラ整備の効率化・高度化
広域・多分野・官民の連携による地域生活圏の構築

広域的な都市圏のコンパクト化、 建築・都市のＤＸ

行政区域にとらわれない広域・多分野・官民の連携によるインフラサービスの効率化

（参考）地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）

地方創成ときめ細やかなインフラサービス
持続可能で安全・安心な社会を支える社会基盤の再構築

時代や環境に適応したSociety5.0時代のインフラサービスの提供

公共投資の効率化・高度化
建設現場の省人化・生産性向上、担い手の確保・育成

中長期的な見通しの下、安定的・持続的な公共投資

デジタル技術活用によるインフラマネジメントの高度化（インフラDX）

（参考）インフラ分野の技術開発政策 3
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ICT利活用からi-ConstructionそしてDXへ(国土交通省）

CALS/EC (1996～）
アクションプログラム2005

国土交通分野
イノベーション推進大綱

(2007)

i-Construction提言（2016）
i-Construction 2.0 (2024)

2040年度までに生産性1.5倍向上

情報化施工推進会
議

（2008）

CIMの提言
（2012）

ICT導入協議会
（2016）

国土地盤情報検索
サイト（KuniJiban)

(2008)

CIM導入推進委員会
（2016）

2007年問題

ICTの利活用
共通基盤の構築

社会基盤情報流通推
進協議会（2011）

情報の共有・
連携・流通

プレキャストの活用・
施工時期の平準化等

地理空間情報
活用推進基本法

（2007）

インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション(DX) 2020
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３種類(段階)の変化・変革

（1）Digitization; アナログ情報のデジタル化

例；紙の情報が電子情報に変化

(2) Digitalization；デジタル技術の利用によりビジネスモデル
を変換し、新たな利益や価値を生み出す機会をもたらすこと

例；レンタルビデオ/DVDがオンデマンド動画配信サービスに変化

(3) Digital Transformation； 組織・プロセス・文化の変化

例；組織の理念や構成員の価値観の変化（Society 5.0）
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(1) 「インフラの作り方」の変革
(2) 「インフラの使い方」の変革
(3) 「データの活かし方」の変革
（インフラ分野のDX：国土交通省）

若者を惹きつける
働き方の実現



情報通信技術・デジタル技術等の活用

(1)地理情報システム（Geographic Information System)

(2)Global Navigation Satellite System (GNSS)

(3)Point Cloud

(4)Digital Mapping System

(5)Building Information Modelling (BIM)

(6)ベイズ統計・機械学習・深層学習（AI)

(7) Simultaneous Localization and Mapping (SLAM)

(8) Internet of Things （IoT)

(9)Structure from Motion (SfM)

・・・・・・

データ・デジタル技術を
上手く利活用するためには？

利活用しやすい環境・体制
人材育成は？
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Bauma 2025
（国際建設機械見本市）
日本からの出展22

建設機械、資材製造・加工、建設用車両、鉱業
機械分野の世界最大の業界専門見本市である。
1954年の初開催以来、業界から注目されている
展示会であり、614,000平方メートル以上のス
ペースに約200カ国から3,500以上の出展者と
630,000人の来場者が来場する。
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技術力の効果的投入を目指して

事業構想

調査・計画

設 計

施 工

運営・維持管理

多様な選択肢
(1) 民間提案型PPP
(2) PFI/PPP (コンセッション方式）
(3)   CM方式（ピュア型、アットリスク型）
(4) DB方式
(5) ECI方式
(6) 設計競技方式
(7) 包括的民間委託
・・・・・・

1.プログラムマネジャーの育成
2.柔軟な契約体系の構築

Good Practiceに繋げる方策を考える



入札契約に係る諸法令（レガシーシステム）

国土交通省

都道府県

業監督行政庁

国
特殊法人
都道府県
市町村 等

発注者
政 策 目 標

○最も価値の高い調達の実現
・ コストの低減
・ 品質の確保
・ タイムリー
・ 不正行為の防止 等
○建設業の健全な発達

事業許可制度、
技術者制度、
経営事項審査制度
等を規定

建設業法(1949)

予定価格制度等、
入札契約
手続きの基本

を規定

会計法(1947)
地方自治法(1947)入札契約適正化法(2000)

官製談合防止法(2002)

品確法(2005, 2014, 
2019, 2024)

各種運用規則類

• 共同企業体運用基準
• 指名基準
• 低入札価格調査制度
• 監督、検査要領
• 入札監視委員会 等

官公需法(1966)
政府調達協定（WTO）

独占禁止法(1947)
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i-Construction/DX推進のための
制度の再構築

（1）インフラ分野の情報システム調達の在り方
検討論点（案）

A．調達プロセスの見直しと体制強化、B. 多種多様なベンダーの参加、適切なベンダーの選定

C. プロセスの明確化・透明性の向上 など

（2）フロントローディング等を活かしやすい事業執行・契約システム

（3）データ流通・活用のための標準ルール（ガバナンス）

（4）新デバイス・ロボット等を活用しやすい技術基準体系の再構築

（5）新アプリケーションを活用しやすい認証制度の構築

（6）多分野を連携するための環境構築（エコシステム） 等

社会基盤システムの再構築が必要
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国土交通省
i-Constructionモデル事務所（組織変革の取組み）

平成31年3月
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i-Constructionを推進するには継続した取り組みが必要不可欠
事業プロセスの変革には、発注者側の業務プロセスと意識の改革
が重要

モデル事業：
対象事業以外の事業は従来型業務プロセス
モデル事業が終了すると従来型業務プロセスに戻る
2～3年で人が入れ替わるので、業務変革には結びつけにくい

モデル事務所：
事務所全体で取組めば、
対象事業が終わっても他の事業で継続される
人が入れ替わっても継続する方法も合わせて検討される



全国 13モデル事務所
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R-CDEを活用したデジタルワークフローの実現

⚫データを直接活用しながら進める新しい業務の流れ・業務スタイル   

業務

業務 業務 

業務 

データ データ データ データ 

関係者
A 

関係者
B 

R-CDE

・ファイルを探す必要無し ・データ転記の必要なし 
・ミスがないので確認も不要 

・改ざんが困難  

・機器からデータが直接入り、
誰がいつどこで取得したかという証跡を含めて記録される 

全てのデータはR-CDE上で管理される（外ファイルなし）  

・帳票は自動作成  
・承認もオンライン  

・形状モデルを直接確認できる 
・点群等の3Dデータを扱える 

2024年度 i-Constructionシステム学寄付講座成果報告会 資料 2024年9月30日 東京大学

業務変革の実現
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東京大学 i-Constructionシステム学寄付講座HP

共通データ環境（CDE）セミナー   

ファシリテータ： 森田俊彦 東京大学i-Constructionシステム学寄付講座

第5回 パネルディスカッション CDEの開発と社会実装

パネラ：土橋浩（一財）首都高速道路技術センター・後閑淳司・齋藤正徳・松下文哉・嵐田涼子・福地良彦

録画配信
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i-Construction/DX推進の体制整備

(1)本省・国総研

ルール・仕組み (1)外郭団体

(2)建設企業

(3)大学

(4)外部機関

(2)地方整備局

DXセンタ・メンテセンタ

環境整備 (Wifi/CDE/基幹シ

ステム等）・

人材配置/育成

(1)ハードウェア環境（BIM用PC 等）
(2)ソフトウエア環境（職員用アプリ 等）
(3)人的資源環境（ICT専門職 等）
(4)システム環境（他事務所への展開 等）

(1)予算
(2)人事・組織
(3)技術基準
(4)仕組み 等

(3)事務所（出張所）

現場実践・OJT実践

データ

情報システム

マネジメント
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今後の取り組みのあり方

(1)Society5.0を支える社会基盤システム

技術的・組織的・制度的・財政的（総合的）に捉える必要

(2)多様なインフラサービスを支える体制の構築

インフラの生産性を高め、新たな価値を創出するためには、
絶え間ない業務変革を組織的に実施する必要

(3)魅力ある建設産業の実現に向けて

現場の課題解決のためのDXを実現するために、DX人材
の育成・活用が必要不可欠

大学教育：ICTツールを活用したデザイン教育が有効

実務者教育（リスキリング）：DXの橋渡し人材と中核人材
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DX人材育成の進め方

(国土交通省 社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会 技術部会
分野横断的技術政策WG とりまとめ 参考資料)

国および企業は、現場の課題解決のためのDXを実現するために、
社員・職員が自学自考しDXを内製化する風土を醸成し、イノベー
ションに追随できるようにDXの中核人材を育成するとともに全て
の社員・職員のデジタルスキルの向上を段階的に進める仕組み
を作るべき

橋渡しをするDX人材と組織全体のDXを主導する人材

イノベーションを実現するための
技術者の気概を引き出す戦略的投資が必要

人的資本経営：人材を、資源すなわち人件費などの「コスト」としてではなく、利
益を生み出す源泉としての「資本」と捉え、働くその価値を最大限に引き出すこ
とで、中長期的な企業価値向上に繋がる経営



社会基盤システム
⚫インフラ（物的存在）と

⚫その整備や供用にまつわる社会の仕組み，慣行，組織，人的活動等の総体

としてのシステム

社会基盤システム

感染症

データ・システム
連携基盤の構築

Well-Being

多様なニーズに応える
インフラサービス
（Society5.0）

公衆衛生・防災・モビリティ・
ロジスティクス・情報通信・
ライフライン・教育・・

Society5.0を支える社会基盤システムのマネジメント 20

認証制度の創設

データガバナンス
の構築

技術基準体系の
再構築

Productivity/ 
Digital Transformation

リモート社会

人材育成
（リスキリング）

事業実施体制
・契約モデル
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